
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（平成30年度）

交付金事業に関係する主要政策・施策：
　○第5次総合計画（平成24年度～令和3年度）
　　基本目標3　幸せな暮らしをみんなで支えるまちづくり
　　　3-5　医療体制の充実
　　　　3-5-1　国保診療所の機能強化
　　　　　　小児から高齢者まで対応し、町民の主治医として「生活に寄り添う医療」を担うことができるように、
　　　　　関係機関と連携した包括的なケアを推進します。
　○総合戦略（平成27年度～令和元年度）
　　基本目標4　安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する。
　　　基本施策4-1　福祉・医療体制の強化と健康づくりの推進
　　　　　　診療所が持つ機能を最大限に発揮し、かかりつけ医として適切な医療を提供するため、二次、三次医療
　　　　　圏の医療機関との連携や関係各機関との連携をさらに強化し、小児から高齢者まで安心できる地域医療の
　　　　　促進を図ります。

目標：
  京極町においては、住民の高齢化などにより将来的に有病率の増加が想定されるところであり、適切な医療の提供
と体制の構築が重要な課題となっております。当診療所は京極町の１次医療機関として、総合的な診療を行っており
「地域に寄り添う医療」の推進のため、往診の実施、高齢者福祉施設の回診、地域包括支援センターとの積極的な連
携を行っています。しかしながら、これらを今後も継続して実施していくためには、現在の医師・看護師等の人数を
維持することが最低限必要であることから、本交付金を活用し、医療スタッフの安定的な確保を図り地域医療の充実
と更なる推進により、住民福祉の向上を図ることが目標となります。

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 京極町
交付金事業実施場所 京極町字京極

交付金事業の概要
診療所の医師・看護師等の人件費（医師2名、看護師4名、事務職2名）7ヶ月分。
京極町の1次医療機関として、医療スタッフの安定的な確保及び地域医療の充実と更なる推進を図るために電源立地
地域対策交付金を活用しています。

1 地域活性化措置 京極町国民健康保険診療所維持運営事業

1 地域活性化措置 京極町国民健康保険診療所維持運営事業 京極町 50,266,798 40,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業名又は

間接交付金事業者名
交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

番号 措置名 交付金事業の名称



　本交付金の活用により、京極町国民健康診療所の医療従事者（医師２名、看護師４名、事務職２名）人件費７ヶ月
分を確保することができました。
　京極町第５次総合計画及び京極町総合戦略において、小児から高齢者まで町民の主治医として「地域に寄り添う医
療」などの地域医療の充実・強化により住民福祉の向上を図ることを目標に掲げており、医療従事者が継続的に確保
されることにより、目標の達成に寄与しています。
　今後におきましても地域医療のニーズに対応した医療体制の確保により、目標達成を推進していきます。

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 企画振興課

医師等人件費 委託、雇用 医師2名、看護師4名、事務職2名 50,266,798
交付金事業の担当課室

交付金事業の契約の概要

診療所

契約の目的 契約の方法 契約金額契約の相手方

40,000,000
0 0 0

40,000,000 40,000,000 40,000,000

交付金充当額
うち文部科学省分

59,326,934 54,005,272
40,000,000 40,000,000

交付金事業の総事業費等 平成29年度 平成30年度 令和元年度 備考
総事業費 50,266,798

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

活動指標

評価年度

14 12 8
100% 100% 100%

平成29年度
14

平成30年度 令和元年度
12 8人

人
％達成度

活動見込
活動実績

医療従事者（医師2名、看護師4名、事
務職2名）の人数

交付金事業の活動
指標及び活動実績

医療従事者の確保
による地域医療の
充実

医療従事者延べ数
（人）

人
人

交付金事業の成果
目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位

％
評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るために、事業実施翌年度に評価を実施

達成度
目標値

成果実績
令和2年度

100.0%
56
56

単位

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金により医療従事者を確保することができたことにより地域医療の充実と住民福祉の向上が図られた。

事業期間の設定理由


